
財務諸表

（水源林勘定）

平成２２事業年度



（水源林勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 4,975,499,750

前払費用 13,484,913

未収収益 144,074

未収入金 4,619,007

未収還付消費税等 156,207,530

その他の流動資産 780,209

5,150,735,483

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

水源林 904,044,436,864

建物 46,060,002

減価償却累計額 △ 10,016,788 36,043,214

構築物 20,510,688

減価償却累計額 △ 5,391,636 15,119,052

工具器具備品 12,140,212

減価償却累計額 △ 4,978,816 7,161,396

土地 1,268,738,000

有形固定資産合計 905,371,498,526

２ 無形固定資産

電話加入権 320,000

無形固定資産合計 320,000

３ 投資その他の資産

敷金・保証金 100,366,910

投資その他の資産合計 100,366,910

905,472,185,436

910,622,920,919           資産合計

貸　借　対　照　表

（平成２３年３月３１日）

  流動資産合計

固定資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

短期借入金 13,637,500,000

リース債務（短期） 553,519

未払金 456,575,352

未払費用 278,848,737

預り金 231,470,410

仮受金 43,384,787

14,648,332,805

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

　資産見返補助金等 21,736,908 21,736,908

森林総合研究所債券 22,400,000,000

　債券発行差額（－） △ 2,433,384 22,397,566,616

長期借入金 147,437,500,000

引当金

退職給付引当金 2,239,329,991

172,096,133,515

186,744,466,320

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 665,187,659,170

665,187,659,170

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 57,643,221,198

57,643,221,198

Ⅲ 利益剰余金

積立金 629,024,253

当期未処分利益 418,549,978

（うち当期総利益 418,549,978 ）

1,047,574,231

723,878,454,599

910,622,920,919

          純資産合計

      負債純資産合計

利益剰余金合計

固定負債合計

          負債合計

資本剰余金合計

資本金合計

流動負債合計



（水源林勘定） （単位：円）

経常費用

分収造林原価 68,945,933

販売・解約事務費 184,317,868

一般管理費

人件費 463,545,559

退職給付引当金繰入 100,618,534

減価償却費 3,010,223

賃借料 86,103,470

消耗備品費 3,363,382

諸経費 17,136,255

その他一般管理費 50,721,602 724,499,025

財務費用

借入金利息 2,875,033,750

債券利息 250,000,000 3,125,033,750

雑損 2,513,211

4,105,309,787

経常収益

分収造林収入 242,327,369

販売・解約事務費収入 184,446,085

国庫補助金等収益 3,792,488,802

資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 3,010,223 3,010,223

財務収益

政府補給金収入 54,033,750

受取利息 3,718,184 57,751,934

雑益 248,491,420

4,528,515,833

423,206,046

臨時損失

固定資産売却損 7,077,135

7,077,135

臨時利益

固定資産売却益 2,421,067

2,421,067

当期純利益 418,549,978

当期総利益 418,549,978

損　益　計　算　書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

臨時損失合計

臨時利益合計

経常費用合計

経常収益合計

経常利益



（水源林勘定）

（単位：円）

Ⅰ

原材料又はサービスの購入による支出 △ 14,065,281,553

人件費支出 △ 3,296,021,745

その他の業務支出 △ 453,656,906

造林事業収入 676,543,686

補助金等収入 18,946,751,618

補助金等の精算による返還金の支出 △ 80,807

政府補給金収入 54,033,750

　　　　小計 1,862,288,043

利息の受取額 3,911,670

利息の支払額 △ 4,608,889,336

△ 2,742,689,623

Ⅱ

定期預金の預入による支出 △ 1,600,000,000

定期預金の払戻による収入 1,600,000,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 2,870,951

△ 2,870,951

Ⅲ

長期借入れによる収入 6,800,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 14,002,500,000

政府出資金の受入による収入 10,784,000,000

リース債務の返済による支出 △ 1,094,956

3,580,405,044

Ⅳ 資金増加額 834,844,470

Ⅴ 資金期首残高 4,140,655,280

Ⅵ 資金期末残高 4,975,499,750

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 418,549,978

当期総利益 418,549,978

Ⅱ 利益処分額

積立金 418,549,978

利益の処分に関する書類



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ

（１）

68,945,933

184,317,868

724,499,025

3,125,033,750

2,513,211

7,077,135 4,112,386,922

（２）

△242,327,369

△184,446,085

△3,718,184

△248,491,420

△2,421,067 △681,404,125

業務費用合計 3,430,982,797

Ⅱ 損益外減価償却相当額 0

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0

Ⅳ 損益外利息費用相当額 0

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △ 9,180,986

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 17,807,235

Ⅷ

政府出資等の機会費用 8,915,887,552

Ⅸ 行政サービス実施コスト 12,355,496,598

財 務 費 用

一 般 管 理 費

分 収 造 林 原 価

販 売 ・ 解 約 事 務 費

臨 時 損 失

雑 損

行政サービス実施コスト計算書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

業務費用

損益計算書上の費用

（ 控 除 ） 自 己 収 入 等

分 収 造 林 収 入

販 売 ・ 解 約 事 務 費 収 入

雑 益

機会費用

臨 時 利 益

受 取 利 息



◆独立行政法人会計基準

（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　２～２３年

　　構築物　　　６～１５年

（２）無形固定資産

　該当事項はありません。

２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　該当事項はありません。

（２）賞与引当金
　役職員の賞与については、国庫補助金等により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当
期末における賞与支給見込額から前期末における賞与支給見込額を控除して計算しております。

（３）退職給付引当金

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準、森林総合研究所役員退職手当規程及び森林総合研究所職
員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務に基づき計上しております。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職金要支給額の当期増加額
に基づき計上しております。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

９．リース取引の処理方法

１０．消費税等の会計処理

　該当事項はありません。

５．支払利息の原価算入について

６．水源林の価額及び評価方法

　該当事項はありません。

　水源林造成事業の支払利息は、政府補給金により利子補給を受けている部分及び国庫補助金により調達している部分を除
き、原価に算入することとして、水源林に含めております。

重要な会計方針

　債券の発行差額は、償却原価法（定額法）により償却しております。

　平成20年４月１日時点において標準伐期齢以上の立木は、平成20年４月１日時点の市場価値（正味売却価額）による評価
額に評価日以降の投資額を加えた額。

　平成20年４月１日時点において標準伐期齢未満の立木は、平成20年４月１日時点の取得原価に評価日以降の投資額を加え
た額。

７．債券発行差額の償却方法について

　当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会計基準研究会、財政制
度等審議会、財政制度分科会、法制・公会計部会　平成２２年１０月２５日）及び（「独立行政法人会計基準」及び「独立行政
法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会　平成２２年１１月最終改訂版))
を適用しております。

１．減価償却の会計処理方法

３．有価証券の評価基準及び評価方法

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。



１１．重要な会計方針の変更

１２．その他の重要な事項

　一般管理費の会計処理
　一般管理費（共通部分の経費）については、損益計算書に計上しております。

　独立行政法人会計基準の改訂に伴う重要な会計方針の変更と当該変更による財務諸表への影響は次のとおりであります。

　当事業年度は資産除去債務に係る会計処理を適用しております。これによる損益計算書及び行政サービス実施コスト計算
書に与える影響はありません。

資産除去債務に係る会計処理



（１）水源林の価額

①平成20年４月１日時点の市場価値（正味売却価額）による評価額にその後の投資額を加えた額

②平成20年４月１日時点の取得原価にその後の投資額を加えた額

（２）支払利息のうち、当期に原価算入している額

（３）役職員の引当外賞与見積額

（４）退職給付引当金関係

ａ．採用している退職給付制度の概要

　　

ｂ．退職給付債務に関する事項 （単位:円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｅ）

（Ｄ）＋（Ｅ）

ｃ．退職給付費用に関する事項 （単位:円）

当期末
（平成23年３月31日現在）

注記事項

 貸借対照表計上額純額

1,460,389,558円

2,239,329,991

179,138,472円

71,992,777,881円

（貸借対照表関係）

 政府交付金の財源措置があるため引当てなかった額（△）

2,239,329,991

0

 未認識過去勤務債務

 退職給付引当金

 未認識数理計算上の差異

2,452,018,347

832,051,658,983円

212,688,356

　確定給付型の制度として、役員について森林総合研究所役員退職手当規程、職員について森林総合研
究所職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けております。

0

 退職給付債務

区 分

ｄ．退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③数理計算上の差異の処理年数 12年

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

1.40%

 数理計算上の差異の費用処理額 4,758,198

0

201,559,977 退職給付費用

区 分
当　期

（自 平成22年４月１日
　  至 平成23年３月31日）

 勤務費用

34,803,218

 過去勤務債務の費用処理額

 利息費用

161,998,561



円

円

（差引）資金期末残高 円

 

（行政サービス実施コスト計算書関係）

（１）行政サービス実施コスト計算書における機会費用

　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成23年３月末利回りを参考に1.255％で計算しております。

（２）引当外退職給付増加見積額のうち、17,807,235円については、国及び地方公共団体からの出向職員に

係るものであります。

（金融商品の時価等の開示）

（１）金融商品の状況に関する事項

　 　当法人は、資金運用は短期に限定しております。

　借入金の発生利息の一部は国庫補助金等により補てんされております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

期末 における貸借対照表計上額 時価及び れら 差額に は 次 とおり あります

現金及び預金勘定 4,975,499,750

　臨時損失における固定資産売却損7,077,135円については、水源林の主伐販売（５件）により発生したもの
であります。
　また、臨時利益における固定資産売却益2,421,067円については、水源林の主伐販売（１件）により発生し
たものであります。

4,975,499,750

　借入金及び森林総合研究所債券（以下「借入金等」という。）は、独立行政法人森林総合研究所法附則第
１７条の償還計画に基づき管理しております。
　借入金等の使途は事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借り換えざる
を得ないという金利の変動リスクに晒されています。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

うち定期預金等 0

（損益計算書関係）

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（注）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

 ①現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 ②短期借入金、④長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

 ③森林総合研究所債券

　当法人が発行した債券の時価は、市場価格によっております。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

①現金及び預金 4,975,499,750 4,975,499,750 0

②短期借入金 (13,637,500,000) (17,389,533,823) △ 3,752,033,823

③森林総合研究所債券 (22,400,000,000) (23,325,560,000) △ 925,560,000

④長期借入金 (147,437,500,000) (156,043,917,861) △ 8,606,417,861

（単位：円）



（固定資産の減損関係）

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）認められた減損の兆候の概要

（３）減損を認識しない理由

　当該資産②については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結し、今年
度造林木売買契約も締結されたため、当該資産の法人自らが使用しないという決定を行っています。

　当該資産①については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結したた
め、今後当該資産の使用可能性（水源涵養等公益的機能の発揮）の著しい低下が見込まれると判断し
ています。

　当該資産①については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結した
が、現時点では、造林木売買契約が締結されていないため、売買契約が成立する（買受人からの物
品引渡受領書が提出される）までの間は、当該資産がその使用目的に従った機能を有しているた
め 減損を認識していません

（単位:円）

種　類 場　所 帳簿価額

① 水源林 北海道空知郡南富良野町　他１契約地 59,076,541

茨城県久慈郡大子町 10,232,633

三重県津市 5,247,810

兵庫県神崎郡新河町 1,389,146

高知県香美市 15,367,380

熊本県人吉市　他１契約地 16,663,760

② 水源林 北海道空知郡南富良野町 1,747,605

茨城県久慈郡大子町 2,720,472

岐阜県美濃市 3,526,690

兵庫県神崎郡新河町 2,253,552

高知県香美市 3,904,688

熊本県人吉市 7,051,532 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

用　途

水源涵養等公益的機能の発揮

〃

〃

〃

〃

（４）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（５）減損の認識に至った経緯

　当該資産②については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結し、今年度
造林木売買契約も締結された（買受人からの物品引渡受領書が提出された）ため、当該資産を法人自ら
が使用しないという決定を行い、当該決定を行った日の属する事業年度内における一定の日以後使用し
ないという決定であるので、減損を認識しています。

め、減損を認識していません。

（単位:円）

種 類 場 所 帳 簿 価 額

② 水源林 茨城県久慈郡大子町 2,720,472

岐阜県美濃市 3,526,690

兵庫県神崎郡新河町 2,253,552

高知県香美市 3,904,688

熊本県人吉市 7,051,532 〃

用　途

水源涵養等公益的機能の発揮

〃

〃

〃



（６）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（７）回収可能サービス価額

（リース取引）

オペレーティング・リース取引

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 円

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 円

（重要な債務負担行為）

57,291,370

当該資産②については、売買契約が成立したため、実際の売却価額を正味売却価額としています。

27,274,836

　該当事項はありません。

（単位:円）

種 類 場 所 減 損 額

② 水源林 茨城県久慈郡大子町 539,379 損益外処理

岐阜県美濃市 1,932,173

兵庫県神崎郡新河町 189,010

高知県香美市 2,458,893

熊本県人吉市 1,957,680 損益外処理

備　考

損益外処理

損益外処理

損益外処理
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